
































　昭和 20（1945）年 8 月に日本はポツダム宣言を受諾、翌 21（1946）年 2 月、
その領域は北海道・本州・四国・九州および約 1,000 の隣接小島嶼と定められ（1）、



























































































Ⅱ　第 2期：全国総合開発計画期間中（昭和 37年～43 年）
1．全国総合開発計画における離島の役割
















め、結局、同 37 年に 10 年間の有効期間のみの単純延長となった。したがって目
的条項に変更はなく、引き続き離島の役割に関する記述はみられない。
3．離島振興計画（第 2次）における離島の役割














Ⅲ　第 3期：第 2次全国総合開発計画期間中（昭和 44年～51 年）
1．第 2次全国総合開発計画における離島の役割



































































Ⅳ　第 4期：第 3次全国総合開発計画期間中（昭和 52年～61 年）
1．第 3次全国総合開発計画における離島の役割














　この時期、昭和 52（1977）年 5 月に「領海法」「漁業水域に関する暫定措置法」
（いわゆる海洋 2 法）が施行され、従来 3 海里としていた領海幅員の 12 海里への
拡張（特定海域を除く）、200 海里漁業水域の設定を実施し、わが国は従来の領



















































































































































































Ⅶ　第 7期：国土形成計画期間中（平成 20年～27 年）
1．国土形成計画における離島の役割



















































Ⅷ　第 8期：第 2次国土形成計画期間中（平成 27年～）
1．第 2次国土形成計画における離島の役割













































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































（ 1 ） 昭和 21（1946）年 1 月 29 日「連合国最高司令官総司令部（GHQ）覚書 677 号「特定外
周領域の日本からの政治的行政的分離に関する件」。
（ 2 ） 「日本国との平和条約」第 2 章第 2 条、第 3 条。
（ 3 ） 「資源の開発が十分に行われていない地域、特に災害の防除を必要とする地域または都
市およびこれに隣接する地域で特別の建設もしくは整備を必要とするもの」で、内閣総理
大臣が指定する。
（ 4 ） 離島振興法制定に至る経緯などについては、全国離島振興協議会『離島振興三十年史』
平成元年 11 月、p. 3-31 による。




（ 6 ） 平成 17（2005）年の国土総合開発法改正で、離島振興法の一部改正が行なわれ、離島
振興計画の国土総合開発計画との調和条項が削除された。
（ 7 ） 前掲（4）p. 80-81。
（ 8 ） 前掲（4）p. 76。
（ 9 ） 前掲（4）p. 81。
（10） 「新全国総合開発計画（増補）」昭和 47 年 10 月 31 日一部改訂、p. 38。
（11） 前掲（4）p. 77-78。
（12） 離島振興対策審議会小委員会「地域別振興基本方針（昭和 38 年度～47 年度）九州編」
昭和 41 年 12 月、p. 85-8。第 2 次全国総合開発計画期間内では、東京都八丈小島（昭和







いる。全国山村振興連盟諮問委員会「山村の振興と開発の課題」昭和 45 年 5 月、p. 5。
（15） 前掲（4）p. 78-79。
（16） 前掲（4）p. 83-84。
（17） 国土庁「第四次全国総合開発計画」昭和 62 年 6 月、p. 98。
（18） 前掲（4）p. 79-80。
（19） 財団法人日本離島センター『離島住民の意識に関する調査報告書』昭和 61 年 3 月、昭
和 60 年度国土庁委託調査。昭和 60 年 4 月 1 日現在で離島振興法指定離島に在住の 16 歳
以上の男女 5,000 名に対して実施。有効回収率は 92.7％。同『離島の振興と役割りに関
する意向調査報告書』平成 3 年 3 月、平成 2 年度国土庁委託調査。平成 2 年 4 月 1 日現
在で離島振興法指定離島に在住の 16 歳以上の男女 2,000 名に対して実施。有効回収率は
91.6％。
（20） 昭和 60 年 9 月に内閣総理大臣官房広報室が全国の「国政モニター」550 人に対して実
施した「海洋時代における離島と国民のかかわりについて」（回収率 79.3％）。この質問項
目 12 問のうち、若干の項目を選択し、昭和 60 年度「離島住民の意識に関する調査」の一
部にその内容等をそのまま採用して離島住民に尋ねている。
（21） 全国離島振興協議会「新離島振興法制定研究会　第 1 回市町村長委員会研究討議要旨」
平成 2 年 7 月、p. 11。




（25） 財団法人日本離島センター『平成 12 年度離島の有する国土・環境保全等多面的機能に
関する調査報告書』平成 13 年 3 月、p. 55。
（26） 前掲（25）p. 53-54。
（27） 松村良幸「自己責任による自己決定を - 価値ある地域差の創造ヘ」、日本離島センター
126
『しま』48-2、平成 14 年 9 月、p. 38-39。
（28） 前掲（25）。
（29） 第 1 部「計画の基本的考え方」第 3 章「新しい国土像実現のための戦略的目標」第 4 節
「美しい国土の管理と継承」。
（30） 第 2 部「分野別施策の基本的方向」第 1 章「地域の整備に関する基本的な施策」第 5 節
「地理的、自然的、社会的条件の厳しい地域への対応」。














全国離島振興協議会『離島 - その現況と対策』離島実態調査委員会編、昭和 41 年 3 月
財団法人日本離島センター『離島振興 20 年の歩み』昭和 50 年
全国離島振興協議会『離島振興三十年史　上巻』離島振興 30 年史編纂委員会編、平成元年 11
月
財団法人日本離島センター『離島住民の意識に関する意向調査報告書』昭和 61 年 3 月
財団法人日本離島センター『離島の振興と役割りに関する意向調査報告書』平成 3 年 3 月
全国離島振興協議会『21 世紀における離島振興ビジョン調査報告書』平成 5 年 3 月
財団法人日本離島センター『離島における文化遺産・自然環境の保全と活用による地域振興方
策に関する調査報告書』平成 6 年 3 月
財団法人日本離島センター『平成 12 年度　離島の有する国土・環境保全等多面的機能に関す
る報告書』平成 13 年 3 月
財団法人日本離島センター『島の将来を考える研究会報告書』平成 22 年 7 月
